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東京都市圏では，10年に一度，総合都市交通体系調査におけるパーソントリップ調査（以下，PT調査）

を実施しており，平成30年には第6回調査を予定している．大規模な実態調査の実施については，被調査

者・調査実施者ともに負担が大きいのが実情であり，効果的な実施方法が求められている．また，近年で

は，訪問による配布回収から，郵送配布し郵送及びWEBにより回収する調査手法が主流になったことで，

回収率の低下や回答漏れの増加が生じており，これらの改善が課題となっている． 

そこで本稿では，これらの課題への対応として，調査票の簡易化やWEB回答先行型の調査方式を提案し，

その有効性について小規模調査を実施して検証した結果をとりまとめる．あわせて，調査内容の改善とし

て年収や移動先での消費額の取得も試みており，新たな調査項目が加わることによる影響についても報告

する． 

 

     Key Words : Person-Trip Survey, Survey Method, Online Survey, Reply Rate 

 

 

1. はじめに 

 

東京都市圏では，10年に一度，PT調査を実施してき

ており，平成30年には第6回調査を予定している．PT調

査は大規模な統計調査であり，近年では調査の効率化と

調査結果の質の向上が求められている． 

平成20年の東京都市圏PT調査1)は，調査対象世帯数が

約140万世帯，調査対象個人ベースで約290万人（5歳以

上）であり，国勢調査を除く他の統計調査と比較しても

調査対象者が極めて多い．調査は世帯単位で行われ，世

帯を構成する5歳以上の個人全員に対して1日の移動の回

答を求めるものであり，調査項目が多いため，被調査者

の回答の負担が大きい．また，調査規模が大きいことか

ら，配布回収や回収した調査票のデータ化等に要する作

業量が多く，調査実施者の負担も大きいため，調査の一

層の効率化が求められている． 

また，近年では，訪問による回収から郵送または

WEBによる回収が主流になったことで，回収率の低下

や回答漏れの増加が生じている．回収率の低下は自己選

択バイアスの問題をはらみ，調査の信頼性を懸念する声

もある．回答漏れの増加に関しては，トリップマスター

データで不明を多く含むことになり，データの質や扱い

やすさ等の面で問題がある． 

このように調査の効率化と調査結果の質の向上が求め
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られる状況の中，東京都市圏交通計画協議会では実態調

査手法の見直し検討を進め，平成29年度に事前調査を実

施し，調査手法の見直しによる効果の検証を行った．本

稿では，その結果を記載するとともに，平成30年に予定

しているPT調査に向けた調査手法の検討について報告

する． 

 

2. 既存の調査手法の課題と改善に向けた取組 

 

(1) 平成20年PT調査の概要 

まずは，平成20年調査の内容を振り返る．平成20年よ

り前のPT調査では，訪問配布，訪問回収による調査が

一般的であり，平成10年のPT調査では訪問配布，訪問

回収で行われた結果，回収率は71.5％と高水準であった．

その後，オートロックマンションの普及や単身世帯の増

加等の理由により，訪問による回収が困難になってきた

ため，平成20年調査から，郵送配布で郵送及びWEBに

よる回収へと調査手法の見直しが行われた（図-1）．そ

の結果，回収率は24.2%とあり，訪問回収と比較して大

幅に低下することとなった．また，回収票のうちWEB

で回答があったのは約1割であった．回答者の内訳とし

ては，高齢世帯からの回収率が高いものの，単身若者に

よる回収率は低い結果であった． 

また，訪問回収の際には，回収の際に調査票の記入漏

れがチェックされ，その場で改善が図れていたが，調査

手法が訪問による回収から郵送及びWEBによる 回収に

変わったことで，郵送に関しては回答内容を回答者本人

に確認することが困難となった．そのため，記入漏れの

まま調査票が回収されることになり，トリップマスター

データでも不明が多く生じることになった．  

 

 

図-1 H20東京PT調査のフロー 

 

(2) 調査手法の改善に向けた取り組み 

 平成 20年調査の結果等を踏まえ，平成 30年に実施予

定のPT調査の調査手法の検討を行ってきた．主に見直

した内容としては回答手段，調査フロー，調査項目であ

る． 

 

a) 回答手段 

WEBによる回答の場合，記入漏れや入力の論理的な

ミスがあった場合，その場でアラートを表示し，被調査

者に回答の改善を促すことが可能となる．また，WEB

調査は被調査者の回答入力を支援する機能を付加するこ

とができ，回答の負担軽減が可能となる．さらに，郵送

回答の場合は，紙で得られた回答情報をパンチングする

等の作業が必要となるが，WEBで回答が得られればそ

のまま電子データ化され，調査実施者の負担軽減にもつ

ながる．このようにWEB調査には，紙による回答では

得られない多様なメリットがあるため，WEBによる回

答を促進するための改善を行うこととした． 

 具体的には，ここ数年，急速にスマートフォンやタブ

レット端末が普及している状況を踏まえ，スマートフォ

ンに最適化されたWEB回答のためのインターフェース

を用意することとした．人数が多い世帯では，スマート

フォンの小さい画面で大量の回答をすることは負担が大

きいと考えられるが，単身者は一人分の回答で済むため，

スマートフォンでの回答が多くなることが想定される．

平成 20年調査でも単身若者は回収率が低かったため，

単身若者をターゲットの1つとして捉えると，スマート

フォンで回答できるインターフェースを充実させること

は効果的と考えられる．  

 

 

図-2 スマートフォンに対応したWEB回答画面 

 

紙に回答、返送
・世帯票（１枚）
・個人票（人数分）
・返信用封筒

PCで回答送信

紙から手入力でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング（ゾーン番号付与等）
・パンチング（電子データ入力）

オリジナルファイル
（トリップマスターの加工前データ）

自動でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）

・コード表との紐付け

調査物件の準備・発送
・物件印刷（全調査対象者分）
・物件封入（全調査対象者分）
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図-3 住所検索機能の利用イメージ 

 

 

図-4 経路探索機能の利用イメージ 

 

 

図-5 WEB回答先行型調査方式のフロー 

 

WEB回答のインターフェースの作成にあたっては，

WEBデザイナーを導入することで，回答者が見やすく

答えやすいWEB画面となるように配慮した（図-2）．

また，住所を入力する際に，地図上で選択したり，住所

を検索したりすることが可能となる機能を追加するとと

もに，経路探索機能を用いて移動の入力を簡略化できる

ような仕組みを用意した（図-3，4）． 

 

b) 調査フロー 

WEBによる回答を多く得るための工夫として，国勢

調査 2)を参考に，WEB回答先行型の調査方式を導入す

ることとした（図-5）．まず，抽出された調査対象の全

世帯に対して調査への協力を依頼するはがきを送付する．

このはがきにはWEBで回答するためのホームページア

ドレスとログインするための固有の IDとパスワードを

記載しておき，PC，スマートフォン，タブレットのい

ずれかでの回答を依頼する．WEBで回答が得られた世

帯に関しては，調査はそのまま終了となる．回答が得ら

れなかった世帯に対しては，紙による調査物件を郵送し，

WEBもしくは紙の調査票での回答を依頼する．このよ

うに，2段階で進めることによって，回答及び回収率の

向上を図ることとした。 

 

c) 調査項目 

調査項目については，回答者の負担軽減と社会情勢の

変化を踏まえて，既存の調査項目の必要性を再確認する

とともに，新たに調査項目として追加すべき事項につい

ての検討を行った（表-1）．その結果，平成20年の調査

項目から，アンリンクトトリップの移動時間，利用した

自動車の保有者，乗降インターチェンジ，ETCの利用の

4つの項目を削減することとした．一方で，新たに追加

した調査項目もあり，世帯票には続柄，外出にあたって

の困難の有無，世帯年収を追加し，個人票には消費額，

同行者数を追加した．特に，世帯年収に関しては，人の

行動との関連が強いとされており，諸外国の調査でも調

査項目に含まれることが多く，今回新たに追加すること

とした．また，消費額は，まちの賑わいを表現する明快

な評価指標であり，まちづくりや交通施策のアカウンタ

ビリティを高めるため，調査項目として加えることとし

た．この他，ジオコーディングができるように住所を番

地号まで把握するようにしたり，職業分類，就業分類，

施設分類，目的地での活動，利用交通手段等の選択肢の

見直しを行うこととした． 

このように調査項目を見直した結果，紙の調査票のサ

イズをA3からA4に変更することができた．サイズが縮

小されることで，回答に対する心理的圧迫感を減らすと

ともに，調査への協力意向が高まることが期待される．

また，被調査者への負担を減らすだけではなく，個人の

属性に関しては前回調査よりも詳細に把握できるように

しており，従来よりも移動が発生している要因に迫るこ

とができる調査内容にしている． 

 

表-1 事前調査の調査項目 

調査票 調査項目 

世帯票 現住所，世帯構成員の属性，性別，年齢，続柄，

職業，就業形態，運転免許，外出に関しての困難

の有無，世帯年収，自動車・二輪車の台数，自動

車の所有者 

個人票 調査日，通勤先・通学先，外出の有無，出発地・

到着地，施設名，施設の種類，移動の目的，出発

時刻，利用者した交通手段，乗換駅，消費額，同

行者数，駐車場・駐輪場，運転の有無，高速道路

の利用有無 

スマホ
出発時間を入力することで、
「電車」「車」「その他」の経路

の候補を表示

PC、スマホ等で
回答送信

紙から手入力でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング（ゾーン番号付与等）
・パンチング（電子データ入力）

オリジナルファイル
（トリップマスターの加工前データ）

回答のない
対象者

紙で回答、返送
・世帯票（１枚）
・個人票（人数分）
・返信用封筒

自動でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）

・コード表との紐付け

調査依頼はがきの
準備・発送

・はがき印刷（全調査世帯分）

調査物件の準備・発送
・物件印刷（回答なし分のみ）
・物件封入（回答なし分のみ）

PC、スマホ等
で回答送信
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3. 事前調査の実施 

 

平成30年に実施予定の本調査での適用を念頭におい

て，前章で整理した調査手法を東京都市圏において適用

し，回収率に与える影響の把握を行った．調査は平成

29年の9月から10月にかけて実施した． 

東京都市圏内の10都県市のそれぞれで1市区町を選び，

各600世帯を対象に実施した（表-2）．調査対象世帯は

住民基本台帳から無作為に抽出した．前述したWEB回

答先行型調査方式のフローに沿って，最初に調査依頼は

がきを発送し，回答が得られなかった世帯にのみ後日，

紙による調査物件を送付した． 

今回の調査では，新たに世帯年収と移動先での消費額

を把握することを検討したが，こうした情報を取得する

ことによる回収率の低下が懸念される．そこで，世帯年

収と消費額を把握する場合としない場合での回収率の違

いを把握できるように，調査を3つのパターンにわけて

実施した（表-3）． 

 

 

4. 事前調査の回答結果の分析 

 

(1) 回収状況 

 調査の回収状況を図-6に示す．調査結果の回収率（配

布世帯数に占める回答が得られた世帯数の割合）は全体

で29.5％であり，市区町によるバラツキは±5ポイント

であった．事前調査は調査対象地区が限定的ではあるが，

平成20年の回収率である24.2％よりは改善が見られる結

果となった．時系列でみると，調査依頼はがきを送付し

た段階で回収率は10.3％まで上昇した．その後，紙の調 

表-2 事前調査対象市区町 

都県市 対象市区町 配布世帯数 

茨城県 龍ケ崎市 600世帯 

埼玉県 入間市 600世帯 

さいたま市 大宮区 600世帯 

千葉県 我孫子市 600世帯 

千葉市 中央区 600世帯 

東京都 中央区 600世帯 

神奈川県 寒川町 600世帯 

横浜市 中区 600世帯 

川崎市 麻生区 600世帯 

相模原市 中央区 600世帯 

 

表-3 調査項目のパターン 

ﾊ゚ ﾀー ﾝ 概要 

1 年収設定あり・消費額設定あり：200世帯/都県市 

2 年収設定あり・消費額設定なし：200世帯/都県市 

3 年収設定なし・消費額設定なし：200世帯/都県市 

 

査票を送付した段階で回答が29.5％まで上昇している． 

 WEB回答に着目すると，回収率は都市圏全体で14.2％

であり，得られた回答の約半数はWEBで回答が得られ

たことになる．平成20年調査では得られた回答の約1割

であり，WEBによる回答の割合が大きく増える結果と

なった．時系列でみると，調査依頼はがきを送付した段

階で10.3％であったが，紙の調査票を送付した段階でも，

WEBの回答が一定数あり，都市圏全体で3.9ポイント

WEB回収率が上昇した． 

 

(2)  WEB回答の状況 

WEBで回答した人がアクセスした際に利用した端末

の内訳をみると，PCが最も多く，半数を超えている

図-6 回収率の推移 

※各回収率の数値は小数点以下第二位を四捨五入した数値であるため合計が一致しない場合がある 

調
査
日

紙媒体併用
回答期間

調
査
日

WEB先行
回答期間

14.2%

WEB回答, 14.2%10.0% 10.3%

27.4%

都市圏全体

（WEB＋郵送）, 
29.5%

3.4%

13.2%

郵送回答, 15.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
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（図-7）．次に多いのはスマートフォンであり，約4割

を占めている．世帯人数が多い場合には，家族でPCを

使って回答するケースが多いと推察されるが，スマート

フォンによる回答者の多くは単独世帯をはじめ世帯人数

が比較的少ない世帯であると想定される．単身若者の回

答は，従来から得られにくかったことを考えると，回答

手段としてスマートフォンを用意したことで一定の効果

があったものと考えられる． 

WEBページへのアクセス方法の内訳をみると，QRコ

ードやURLの入力などによる直接アクセスと検索エンジ

ンによるアクセスがそれぞれ約4割という結果になった

（図-8）．  

 

 

図-7 WEB回答者の利用端末割合 

 

 

 

図-8 WEBページへのアクセス方法の割合 

 

 

図-9 端末別アクセス時間帯 

 

WEBページへのアクセス時刻を見ると，全体的には，

午前中と夕方～夜間にかけてアクセスが多くなっている

ことがわかる（図-9）．アクセスした端末別に見ると，

PCは大きな波は無いが，スマホ・タブレットについて

は夕方から夜間にかけて多くなる傾向にある．また，ト

ップページへは全1,841ユーザーが訪問しており，訪問

した内の約7割が回答完了まで到達している． 

 

(3) 属性別の回答状況 

属性別の回答状況として世帯人数別に回収率を確認し

た．この際，単身世帯については世帯主の年齢階層別に

特徴を把握することとした（図-10）． 

回収率が最も高いのは2人世帯であり，次いで3人世帯

となっている．単身世帯を除けば，世帯人数が増えるに

つれて回収率は低くなる傾向であり，世帯人数が増える

と回答のボリュームが増えることが回収率低下の要因と

考えられる．単身世帯でみると，高齢の世帯ほど回収率

が高くなっており，65歳以上の層と39歳以下の層とでは

10ポイント以上も回収率が異なる結果となった． 

世帯別の回答方法をみると，単身世帯のうち，若い層

でWEB回答の割合が高く，39歳未満の層では約8割が

WEBによる回答であった．一方，65歳以上の層でみる

と，WEBによる回答が1割と低く，大部分が紙による回

答であった．入力する量が少ない単身世帯であっても，

高齢者にとっては紙による回答がしやすいことが確認さ

れた．  

 

 (4) 回答の記入の状況 

各調査項目の回答の記入状況を記載したものが表-4～

7である．WEB回答では一部の項目を除いてほぼ未記入

が生じていなかった．これは，WEB回答システムにお

いては，世帯年収を除き，未記入の場合に警告メッセー 

 

 

※世帯別回収状況が確認できなかった地域は除く 

図-10 世帯構成別のWEB回答と郵送回答の割合 
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ジを発したことで，被調査者によって回答が得られたた

めと考えられる．一方で，紙での回答では未記入が発生

しており，特に，世帯票の「職業」，「自動車保有台

数」，個人票の「駐輪場所」，「駐車場所」，「高速利

用」等において未記入が高いことが確認できる．  

WEB回答は未記入率の低減に寄与するものであり，

調査の質を高める意味においてもWEB回答への誘導を

一層促進することは重要であることが示唆される． 

 

(5) 年収や消費額の設問が回収率に与える影響 

調査項目のパターン別の回収率は図-11のとおりであ

る．世帯年収および消費額ともに設問がないパターンの

回収率が最も高く，30.7％であった．しかし，年収のみ

を尋ねる場合でも回収率は29.9％であり，年収と消費額

の両方を尋ねる場合は27.8％であり，大きな回収率低下

は見られていない．  

 

 

表-4 世帯票記入状況（WEB回答） 

  

 

表-5 個人票記入状況（WEB回答） 

  

5. おわりに 

 

本稿では，平成30年東京都市圏PT調査の実施に向け

て，調査手法の改善を検討し，事前調査においてその効

果の検証を行った． 

 

 

図-11 調査項目のパターン別の回収率 

 

表-6 世帯票記入状況（郵送回答） 

  

 

表-7 個人票記入状況（郵送回答） 

  

設問項目 区分 回答 母数
未記入
数

未記入
率

性別 必須 選択 1,830 4 0.2%

年齢 必須 選択 1,830 4 0.2%

続柄 必須 選択 1,012 0 0.0%

職業 必須 選択 1,830 2 0.1%

就業形態
該当者のみ
（必須）

選択 871 0 0.0%

免許保有 必須 選択 1,830 0 0.0%

自由に使える自動車
該当者のみ
（必須）

選択 806 0 0.0%

外出の困難さ 必須 選択 1,830 4 0.2%

自動車保有台数 必須 記入 828 0 0.0%

自転車保有台数 必須 記入 828 0 0.0%

原付・バイク保有台数 必須 記入 828 0 0.0%

年収 任意 選択 550 217 39.5%

区分 回答 母数
未記入
数

未記入
率

月 必須 記入 1,753 0 0.0%

日 必須 記入 1,753 0 0.0%

必須 記入 1,753 0 0.0%

必須 選択 1,753 0 0.0%

該当者のみ（任意） 記入 2 0 0.0%

該当者のみ（必須） 選択 36 0 0.0%

必須 選択 3,376 0 0.0%

該当者のみ（任意） 記入 17 6 35.3%

必須 選択 985 0 0.0%

必須 選択 3,376 0 0.0%

午前・午後 必須 記入 3,376 0 0.0%

時 必須 記入 3,376 0 0.0%

分 必須 記入 3,376 0 0.0%

午前・午後 必須 記入 3,376 0 0.0%

時 必須 記入 3,376 0 0.0%

分 必須 記入 3,376 0 0.0%

必須 記入 3,376 0 0.0%

子供含む 該当者のみ（必須） 選択 3,376 0 0.0%

高齢者含む 該当者のみ（必須） 選択 3,376 0 0.0%

必須 選択 3,376 0 0.0%

乗車駅 該当者のみ（必須） 記入 1,228 0 0.0%

降車駅 該当者のみ（必須） 記入 1,228 0 0.0%

二輪車利用 駐輪場所 該当者のみ（必須） 選択 454 0 0.0%

自動車運転 該当者のみ（必須） 選択 1,073 0 0.0%

高速利用 該当者のみ（必須） 選択 1,073 0 0.0%

駐車場所 該当者のみ（必須） 選択 1,073 0 0.0%

自動車利用

交通手段

鉄道利用

同行人数

同行者

出発時刻

到着時刻

　→場所の種類の選択

移動目的

n番目の場所の選択

　→建物名称

　→建物名称

　→場所の種類の選択

個人番号

はじめにいた場所の選択

設問項目

調査日

27.8% 29.9% 30.7% 29.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

ありあり ありなし なしなし 合計

※ありあり：年収設定あり・消費額設定あり

ありなし：年収設定あり・消費額設定なし

なしなし：年収設定なし・消費額設定なし

設問項目 区分 回答 母数
未記入
数

未記入
率

性別 必須 記入 1,877 0 0.0%

年齢 必須 記入 1,877 0 0.0%

続柄 世帯主以外必須 選択 1,019 12 1.2%

職業 必須 選択 1,877 128 6.8%

就業形態
該当者のみ
（必須）

選択 700 31 4.4%

免許保有 必須 選択 1,877 34 1.8%

自由に使える自動車
該当者のみ
（必須）

選択 1,188 11 0.9%

外出の困難さ 必須 選択 1,877 65 3.5%

自動車保有台数 必須 記入 856 92 10.7%

自転車保有台数 必須 記入 856 167 19.5%

原付・バイク保有台数 必須 記入 856 348 40.7%

年収 任意 選択 548 142 25.9%

区分 回答 母数
未記入
数

未記入
率

月 必須 記入 1,709 2 0.1%

日 必須 記入 1,709 2 0.1%

必須 記入 1,709 0 0.0%

必須 選択 1,709 5 0.3%

該当者のみ（任意） 記入 47 17 36.2%

該当者のみ（必須） 選択 1,709 12 0.7%

必須 選択 2,676 7 0.3%

該当者のみ（任意） 記入 321 271 84.4%

必須 選択 2,676 193 7.2%

必須 選択 2,676 91 3.4%

午前・午後 必須 記入 2,676 67 2.5%

時 必須 記入 2,676 94 3.5%

分 必須 記入 2,676 113 4.2%

午前・午後 必須 記入 2,676 83 3.1%

時 必須 記入 2,676 101 3.8%

分 必須 記入 2,676 110 4.1%

必須 記入 2,676 210 7.8%

子供含む 該当者のみ（必須） 選択 2,676 0 0.0%

高齢者含む 該当者のみ（必須） 選択 2,676 0 0.0%

必須 選択 2,676 117 4.4%

乗車駅 該当者のみ（必須） 記入 573 7 1.2%

降車駅 該当者のみ（必須） 記入 573 6 1.0%

二輪車利用 駐輪場所 該当者のみ（必須） 選択 728 474 65.1%

自動車運転 該当者のみ（必須） 選択 974 39 4.0%

高速利用 該当者のみ（必須） 選択 974 146 15.0%

駐車場所 該当者のみ（必須） 選択 974 80 8.2%

必須 選択 1,115 1023 91.7%

自動車利用

調査日の帰宅

交通手段

鉄道利用

同行人数

同行者

出発時刻

到着時刻

→場所の種類の選択

移動目的

設問項目

調査日

n番目の場所の選択

→建物名称

→建物名称

→場所の種類の選択

個人番号

はじめにいた場所の選択
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今回実施した調査手法の改善によって，平成20年調査

と比較して，回収率の向上とWEB回答の割合の向上が

確認できた．また，世帯構成によって回答手段（PC，

スマホ，タブレット，紙）の割合が異なることがわかり，

多様な回答手段を用意することが回収率向上に寄与した

ものと考えられる．回答不明については，WEB回答に

おいてはほとんど生じないようにすることができるため，

WEB回答の促進は調査の質の向上にも貢献するもので

あると言える．また，懸念された年収や消費額について

は，尋ねない場合と比較して大きな回収率の低下は認め

られなかった． こうした結果を踏まえ，今回検討した

PT調査の新たな調査手法は，一定の効果が見られるこ

とが確認できた． 

今後の課題として，調査票の改善が挙げられる．今回

の事前調査の結果から，WEB回答が若者の回答を促進

させた一方で，郵送回答が高齢者の回答の多くの割合を

占めていることが明らかとなった．このことから，紙の

調査票については，高齢者が理解しやすく，回答しやす

いような工夫をしていくことが考えられる．文字や回答

欄の大きさ，記入例を通勤ではなく高齢者の移動を意識

した内容とすること，調査票の色調の改善などが考えら

れる． 
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